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1． 失業率は 6 ヵ月ぶりに 2％台に低下 

総務省が 3月 2日に公表した労働力調査によると、21年 1月の完全失業率は前月から 0.1ポイン

ト低下の 2.9％（QUICK 集計・事前予想：3.0％、当社予想は 3.1％）となった。労働力人口が前月

から 11 万人増加する中、就業者数が 11 万人の

増加となり、失業者数は前月から▲7 万人減の

203万人（いずれも季節調整値）となった。 

なお、21 年 1 月分の公表と同時に過去に遡っ

て季節調整値が改定され、20年 11、12月の失業

率が 2.9％から 3.0％へ上方修正された。この結

果、失業率は 20年 8月から 12月まで 3％台とな

った後、21 年 1 月に 6 ヵ月ぶりに 2％台に低下

する形となった。 

 

就業者数は前年差▲50 万人の減少（12 月は同▲71 万人減）となった。産業別には、緊急事態宣

言再発令の影響で、宿泊・飲食サービスが前年差▲39万人減（12月:同▲29万人減）と減少ペース

が加速したほか、生活関連・娯楽サービス業も 12月の前年差▲3万人減から同▲7万人減へと減少

幅が拡大した。一方、医療・福祉は前年差 29万人増（12月：同 32万人増）と 6ヵ月連続で増加し

た。 
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雇用関連統計 21 年 1 月－雇用情勢は

全体としては持ち直すも、対面型サービス業は一

段と悪化 
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雇用者数（役員を除く）は前年に比べ▲55 万人減と 10 ヵ月連続で減少したが、12 月の同▲72

万人減からは減少幅が縮小した。雇用形態別にみると、非正規の職員・従業員数は前年差▲91万人

減と 11ヵ月連続で減少し、12月の同▲86万人減から減少幅が拡大したが、正規の職員・従業員数

が前年差 36万人増（12月：16万人増）と増加幅が拡大した。 

 

２．緊急事態宣言再発令の影響で休業者が再び増加 

緊急事態宣言が発令された 20 年 4 月に 597 万人（前年差 420 万人増）と過去最多となった休業

者数は 5月以降に大きく減少し、10月には 170万人（前年差 12万人増）まで減少したが、12月に

202 万人と 4 ヵ月ぶりに 200 万人台となった後、緊急事態宣言が再発令された 1 月は 244 万人（前

年差 50 万人増）と大幅に増加した（いずれも原数値）。就業者数の減少幅は前月から縮小したが、

実際に働いている従業者に限ってみれば、12月の前年差▲88万人減から同▲100万人減へと減少幅

が拡大している。 

産業別の休業率（休業者／就業者）をみると、Go To トラベルの一時停止、緊急事態宣言再発令

の影響から、宿泊業（12 月：6.3％→1 月：13.0％）、飲食店（12 月：2.9％→1 月：7.6％）、娯楽

業（12月：4.1％→1月：6.8％）が大幅に上昇した。 
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３．有効求人倍率は前月から大きく上昇 

厚生労働省が 3月 2日に公表した一般職業紹介状況によると、21年 1月の有効求人倍率は前月か

ら 0.05ポイント上昇の 1.10倍(QUICK集計・

事前予想：1.06 倍、当社予想は 1.07 倍)とな

った。有効求人数が前月比 3.1％の増加となる

一方、有効求職者数が同▲2.3％の減少となっ

た。 

有効求人倍率の先行指標である新規求人倍

率は前月から▲0.08 ポイント低下の 2.03 倍

となった。新規求人数が前月比▲5.4％と大き

く落ち込み、新規求職申込件数（同▲1.9％）
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の減少幅を上回ったことが求人倍率の押し下げ要因となった。 

なお、労働力調査と同様に、21年 1月公表分と同時に過去に遡って季節調整替えが実施されてお

り、有効求人倍率の直近のボトムは 20年 9月の 1.03倍から 20年 9、10月の 1.04倍へと修正され

た。 

 

経済活動の持ち直しを受けて、雇用情勢は全体としては悪化に歯止めがかかりつつある。しかし、

緊急事態宣言の再発令を受けて、宿泊・飲食サービス、娯楽などの対面型サービス業は、就業者の

減少ペースが加速し、休業者が大幅に増加するなど、悪化ペースがむしろ加速している。緊急事態

宣言が解除されたとしても、飲食店の営業時間短縮要請など経済活動の制限は一定程度残ることが

見込まれるため、対面型サービス業とそれ以外の業種の二極化がさらに進む可能性が高いだろう。 
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